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概　要

　少子高齢化のため多様化する公的サービスへのニーズに対応するには，政府，自治体，

NPO/NGO，民間組織などの連携が重要である。公的部門のマネジメント・コントロール研究

では，組織間連携を対象とするコントロール（組織間コントロール）が議論されている。し

かし，これまで論者によって様々な視点で議論されており，当該領域全体での現状と課題は

明らかでない。本稿では，公的部門の組織間コントロールについて文献調査を行う。そのう

えで，近年注目されている公的サービスの提供者と利用者による拡張的ネットワークについ

て，ネットワークのガバナンスにかんする議論を手がかりにマネジメント・コントロール研

究で取り組む課題を明らかにする。
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1．はじめに
　20年以上にわたり，民間部門のマネジメント手法を取り入れた公共経営改革が進められて

いる。こうした取り組みはNew Public Management（以下，NPM）といわれており，公的・非

営利組織1が市民社会に対してどのようにアカウンタビリティを果たすのかが議論されている

（Hood, 1995）。さらに，少子高齢化のため多様化する公的サービスのニーズに単一の組織で

対応することは困難となっており，政府，自治体，NPO/NGO，民間組織など複数の組織によ

る連携をつうじた対応が求められている。このように組織内から組織間へとマネジメントの

対象が拡大するなかで，会計の役割を考えることが重要である（小林・柴 , 2013）。

　とりわけ，公的・非営利組織が利用できる財源などが限られるなか，組織内外での連携を

強化するためのマネジメントのあり方について管理会計の観点から検討することは重要であ

る（竹本・大西 , 2018; 松尾 , 2016）。このため，組織間連携を対象とするマネジメント・コン

トロール（以下，組織間コントロール）について議論が行われている。たとえば，管理会計

研究の主要ジャーナルであるManagement Accounting Research誌では，2011年に公的サービス・

1
 本稿では，政府，自治体，管轄機関のほか，病院・介護施設といった医療機関や NPO/NGOなどの非
営利組織を想定して公的・非営利組織とよんでいる。
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ネットワークについて特集号が組まれた（vol.22, no.4）。この特集号の掲載論文では，政府の

政策に基づく医療のパートナーシップ（Kurunmäki and Miller, 2011），制度で義務づけられた

医療機関のネットワーク（Grafton et al., 2011），港湾の管轄機関（port authority）と外部事業

者のネットワーク（Marques et al., 2011），自治体によるアウトソーシング（Johansson and 

Siverbo, 2011），在宅介護事業所と訪問介護サービスを提供する保健センターによる組織間連

携（Carlsson-Wall et al., 2011），複数の自治体による合弁事業（Cäker and Siverbo, 2011）と，

多様なタイプの組織間連携を対象にコントロールと参加する組織や個人の行動や相互の関係

がどのようにかかわるのかが議論されている。一連の研究をうけて，公的部門における組織

間コントロールの議論が継続されている（Agostino and Arnaboldi, 2018）。さらに，近年では，

NPO/NGOとそのステークホルダーとの連携も注目されている（Hall and O’Dwyer, 2017）。

　このように公的部門における様々なタイプの組織間連携に関心がむけられているものの，

論者によって多様な視点から議論がされており，公的部門の組織間コントロールについて当

該領域全体での研究の現状や今後の課題は明らかでない。加えて，地域住民にとって地域の

問題解決や主体的なサービス選択の余地拡大，公的・非営利組織にとって利用可能な資源の

活用につながることなどの理由から，地域住民を公的サービスの提供プロセスに巻き込んだ

拡張的ネットワークの重要性が公共経営研究で議論されている（Bovaird, 2007; Pestoff, 2014）。

コントロール研究でも拡張的ネットワークの重要性は注目されているものの（Wiesel and 

Modell, 2014），依然として公的・非営利組織主導の組織間連携について議論されることが多い。

拡張的ネットワークのマネジメントについて組織間コントロールの視点からどのような貢献

ができるのかを検討することは，公的部門における管理会計の役割やその可能性について学

術的理解を深めるのみならず社会的にも意義がある。

　本稿では，公的サービスの組織間連携を対象としたマネジメント・コントロール研究の状

況を整理し，今後の課題を明らかにすることを目的とする。そのために，公的部門の組織間

コントロールについて文献調査を行う。加えて，今後の進展が期待される拡張的ネットワー

クをとりあげ，ネットワークのガバナンスにかんする議論を手がかりにマネジメント・コン

トロール研究で取り組む課題を明らかにする。

　本稿の構成はつぎの通りである。第2節では，組織間コントロールの基本的役割，公的部

門における組織間コントロールの基本的視点など，レビューの基本事項を整理する。第3節

で研究方法についてみたのち，第4節では，公的部門の組織間コントロールについて先行研

究で何が，どこまで議論されてきたのかを整理する。第5節では，公的サービスの提供者と

利用者による拡張的ネットワークに焦点をあて，マネジメント・コントロールの視点に基づ

く議論の方向性を考える。第6節では全体を総括する。
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2．公的部門の組織間コントロール研究における基本的理解
　本節では，公的部門の組織間連携を対象とするコントロールについて考えるための基本事

項を整理する。具体的には，組織間コントロールの基本的役割を示したうえで，公的部門に

おける組織間コントロールの基本的視点について考える。さらに，拡張的ネットワークに着

目した議論の必要性についても述べる。

2.1　組織間コントロールの基本的役割

　組織間コントロールは，単一の組織ではなく組織内外の価値連鎖全体で最適化することを

目的とするマネジメント・コントロールの一種である（伊藤 , 2019）。Otley（1994）や

Hopwood（1996）によって組織間連携に着目したマネジメントの必要性が指摘されて以降，

組織間コントロールの議論が発展してきた。初期の段階ではサプライヤーなど供給者側の関

係が注目されることが多かったのに対して，近年ではユーザー・イノベーションなどを背景

として顧客側の関係にまで研究対象が拡大している（伊藤 , 2019）。第4節や第5節でも取り

上げるように，対外的なサプライヤーや顧客との取引関係マネジメントの重要性は公的部門

でも次第に注目されており，公的部門の組織間コントロールの知見が徐々に蓄積されている

（Barretta and Busco, 2011; Kurunmäki and Miller, 2006）。

　組織間コントロールによって対処する基本的問題には，当事者間での利害調整にかかわる

問題と，遂行されるタスクの調整にかかわる問題がある（Caglio and Ditillo, 2008; Grafton et 

al., 2011）。前者は取引相手の駆け引き（機会主義的行動）によって自社が不利益を被るリス

クにいかに対処すればよいのかという問題であり，後者は共通の目標実現のため相互依存的

なタスクをいかに調整するのか（たとえば，取引当事者間での業務プロセスの改善）という

問題である。これら2つの問題に対処するためのコントロールとして，取引関係形成前での

パートナーの選定，そして取引関係形成後での結果を対象とするコントロール（目標の設定，

目標面でのモニタリング・報酬の支払いなど），行動を対象とするコントロール（計画の策定

や規則・手続きの設定，行動面でのモニタリング・報酬の支払いなど），および社会的結び

つきによるコントロール（信頼，規範など）が考えられている（Cristofoli et al., 2009; Dekker, 

2004）。

2.2　公的部門のコントロール研究における関心領域の拡大：組織内から組織間へ

　上記の基本的理解に基づき，本稿では，公的・非営利組織を中心としたはたらきかけによ

って，組織間連携の目標実現のために参加する組織や個人の目標や行動を方向づけるための

仕組みを公的部門の組織間コントロールであると考える。公的部門の組織間コントロールが

注目された背景には，公的サービスにおけるマネジメント対象の拡大がある。
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　第1節でも述べたように，過去20数年にわたり，多くの国で公的部門におけるマネジメン

トのあり方が見直されてきた。この時期にはNPMのもと，制度改革やそれにともなう業務改

善が行われてきた。NPMでは，伝統的な公共経営のスタイルや専門的な官僚機構にかわって，

組織の分権化，アカウンタビリティの追求，業務の効率的遂行などによる公的・非営利組織

内のマネジメントに焦点があてられてきた（Hood, 1995）。

　そして，公的サービスへのニーズが多様化する近年では，単一の組織がもつ資源だけで対

応することは困難となっており，民間組織を含む他組織との連携による対応が求められてい

る（Salamon, 1995）。そこで従来のように単一の組織での公的サービス提供のみならず，複

数の組織による連携をつうじた公的サービス提供にもマネジメントの対象を拡大して，効率

性と有効性の観点から会計の役割を明らかにしていく必要がある（小林・柴 , 2013）。

　とりわけ，マネジメント・コントロールの視点に基づく議論は重要である（松尾 , 2016）。

先行研究では，これまで議論されてきた組織間コントロールの基本的枠組みを公的部門の組

織間連携に援用することでコントロールの解明が試みられてきた（Barretta and Busco, 2011; 

Kurunmäki and Miller, 2006）。しかし，民間部門と公的部門では組織間連携の特性が異なるこ

とがあるため，組織間コントロールの議論では注意が必要である。

　Barretta and Busco（2011, pp.213-214）に基づくと，公的部門の組織間コントロールで基本

となる視点は主に3つあげられる。第一に，公的部門における組織間コントロールのタイプ

である。公的部門の組織間コントロールのタイプとして，公式のコントロールのみならず，

参加組織との信頼など社会的結びつきに基づく非公式のコントロールにも注意する必要があ

る。第二に，公的部門の組織間連携では異なる目的をもつプレーヤーが参加することから，

当初想定されていないような問題が起こることがある。このため，コントロールのタイプの

みならずそのプロセスに注意が必要である。第三に，公的部門の組織間連携の特性がコント

ロールに与える影響である。とりわけ，法制度にかかわる要因には注意が必要である。公的

部門の組織間連携の多くは法制度によって義務づけられた関係であり，調整役となる公的・

非営利組織が，制度上要請された役割を遂行しつつ，組織間連携を円滑に進めるためコント

ロールをどのように設計・利用しているのかを検討することが考えられる。これらの点をふ

まえ，第4節では，コントロールのタイプ，プロセス，影響要因に沿って先行研究を検討する。

2.3　拡張的ネットワークの進展による新たな課題

　上記のような基本的視点に加えて，公的サービスの提供者と利用者の連携にも注意するこ

とが重要である。これまでのコントロール研究では，公的・非営利組織など公的サービスの

提供者にかんする組織間連携について取り上げられることが多かった。これに対して公共経

営研究では，住民にとって主体的なサービス選択の余地拡大や，公的・非営利組織にとって
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利用可能な資源の増大などの効果が見込まれることから，公的サービス提供プロセスに対す

る住民参加の促進が徐々に注目されている（Bovaird, 2007; Pestoff, 2014）。一方で，多様な参

加者間での利害調整が必要になること，役割や責任が曖昧になること，さらにはフリーライ

ディングの問題など，地域住民を巻き込んだ拡張的ネットワークの運営では多くの課題があ

る（Bovaird, 2007）。拡張的ネットワークにかかわるこうした効果と課題に対して，公的・非

営利組織がコントロールをつうじてどのように対処するのかを検討することが重要である。

こうした地域住民の巻き込みは近年の公共経営研究でしばしば議論されており（Bovaird, 

2007; Pestoff, 2014），コントロール研究でも次第に注目されている（Wiesel and Modell, 2014）。

地域住民を巻き込んだ拡張的ネットワークのコントロールについては，第5節で今後の議論

の方向性として取り上げる。

3．研究方法
　上記の点をふまえて，本稿では，公的部門における組織間コントロールについて，今後取

り組む課題を明らかにすることを目的とする。そのために，主要ジャーナル2に掲載された論

文を対象とした文献調査を行う。さらに，今後進展が期待される公的サービスの提供者と利

用者の連携による拡張的ネットワークについて，すでに議論が行われている公共経営研究3や

近年のコントロール研究を手がかりとして，今後組織間コントロールの視点から検討するた

めの方向性を論じる。

4．公的部門の組織間コントロール研究の現状
　2.2で述べた基本的視点に基づき，本節では，コントロールのタイプ，プロセス，影響要因

という点（Barretta and Busco, 2011, pp.213-214）から公的部門における組織間コントロール研

究の現状を検討する。

4.1　コントロールのタイプ

　組織間連携の最適化のためには，参加する組織や個人が，共有された目標に沿った行動を

とれるようにすることが重要である。先行研究では，組織間連携上の目標実現へと方向づけ

るための公式や非公式のコントロールが検討されてきた。公式のコントロールについて主に

2
 管理会計研究については，Accounting, Auditing and Accountability Journal, Accounting, Organizations 

and Society, Critical Perspectives on Accounting, Financial Accountability and Management, Management 
Accounting Research, Qualitative Research in Accounting and Managementの各誌に掲載された論文を検討
している。

3
 公共経営研究については，Public Administration, Public Administration Review, Public Management Review

などの雑誌に掲載された論文を検討している。
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検討されてきたのは，組織間連携を対象とする業績の測定・評価である。組織間連携を対象

とする業績の測定・評価は，公的サービスの利用者に対して公的・非営利組織がアカウンタ

ビリティを果たすうえでも重要である。このため先行研究では，利用者などステークホルダ

ーからのニーズにも注意した組織間連携の成果のあり方が検討されてきた（Agostino and 

Arnaboldi, 2018; Cristofoli et al., 2010）。

　たとえばAgostino and Arnaboldi（2018）では，イタリアにおける地方自治体と民間の交通

事業者による交通ネットワークについて検討している。当該ネットワークは地方自治法にし

たがい導入され，複数組織が連携することで単一の組織では困難な包括的サービスの提供を

目的としたものである。交通ネットワークでは，地方自治体が州や県などそれぞれの行政単

位に応じた企画と調整に，また交通事業者が業務レベルでのサービス提供に責任を負ってい

た。交通ネットワークが導入された段階では，自治体が主導して顧客満足度，効率性，有効性，

およびサービスの質にかんする業績評価指標（KPI）についてそれぞれの交通事業者から情

報を収集し，補助金の配分を決定するための評価情報として利用していた。年度ごとに，自

治体担当者が設定したKPIの目標値を達成した交通事業者には補助金が増額され，未達成の

場合には補助金が減額されるというように，KPIと直接関連づけられたインセンティブとな

っていた。それだけでなく，交通事業者は，自社の業績情報にかんする年度報告書をウェブ

上で交通サービスの利用者に公開する必要もあった。そして自治体の担当者は，それぞれの

交通事業者から収集したデータを集約して，ネットワーク全体での評価にも利用していた。

たとえば，交通事業者から得た乗客の人数をもとにネットワーク全体での傾向を検討してい

た。こうして，交通ネットワークの導入にあたって，それぞれの交通事業者とネットワーク

全体での情報を収集・評価することで，自治体はそれぞれのレベルに応じたコントロールを

目指していた。

　また，サービス利用者のニーズを重視した公的サービスのマネジメントが進むなかで，提

供者と利用者の関係を組織間コントロール上どのように考えるのかは重要な課題である

（Wiesel and Modell, 2014）。先述したAgostino and Arnaboldi（2018）は，制度上交通ネットワ

ークの構成員として位置づけられていなかった交通サービスの利用者が，ネットワークの運

営で次第に発言をつうじた影響力をもつようになったことにも注目している4。上記のように，

交通事業者がウェブ上で公開した年度報告書について，その信頼性が低いと判断された場合

には利用者から批判をうけることになった。たとえば，報告書だけではフォローされていな

いような深刻な遅延があることをうけて，利用者の代表者が消費者協会やソーシャルメディ

4
 Agostino and Arnaboldi（2018, p.107）では，調査の初期段階では交通サービスの利用者はプレーヤー
として想定されていなかったものの，ネットワークが進むにつれて業績の測定・評価上彼らが重要な
影響を及ぼすようになったことから調査対象を拡張したことが述べられている。
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アをつうじて交通事業者へ実態把握に努めるようにはたらきかけており，実際に交通事業者

での業績管理の改善にもつながっていった。こうした点をふまえ，Agostino and Arnaboldi（2018, 

p.115）は，ネットワークにおける利用者の関与について，従来のような提供者が用意したサ

ービスを消費するという受動的なものから，ネットワークのコントロールを担うという積極

的なものとして捉え直す必要があることを指摘している。第5節でも検討するように，近年

の研究では，利用者である地域住民自らが公的サービスの提供プロセスにかかわることも観

察されている（O’Leary, 2017）。このように，住民参加が進んだ場合の組織間の業績測定・評

価のあり方についてさらに検討が必要である。

　公式のコントロールに加えて，非公式のコントロールにも注意が必要である。公的・非営

利組織のみならず，民間組織，さらには地域住民やそのコミュニティなど多様なプレーヤー

が参加するなかで，社会的結びつきが相互の調整で果たす役割は重要である。調整役となる

公的・非営利組織がこれまでの取引経験などをもとに政策や制度の趣旨に沿ったパートナー

を選定することで，実際に組織間連携を形成した後のコントロールを円滑に行いやすくなる

かもしれない（Johansson and Siverbo, 2011）。また，組織間連携の形成後に当初想定されてい

なかったような事態（たとえば，財務危機）が起こり公式のコントロールでは十分対応でき

ないこともあり得る。こうした不確実な状況では，共同での意思決定や改善による社会化プ

ロセスをつうじて蓄積された信頼や規範などが公式のコントロールを補完することも明らか

にされている（Cäker and Siverbo, 2011; Cristofoli et al., 2010; Ditillo et al., 2015）。

　さらに公的部門では，これまで取引経験があまりないような組織と新たに連携することも

多い（Barretta and Busco, 2011）。取引経験の蓄積がほとんどない場合に，パートナーシップ

形成のために目標や価値観がどのように共有されていくのかを検討することは，組織間コン

トロールへの理解を深めるうえで重要である。組織間コントロールの先行研究に基づくと

（Tomkins, 2001），比較的新しい組織間連携では，情報共有を積極的に進めるなど信頼構築に

おけるコントロールの役割に注意することも今後有効である。

4.2　コントロールのプロセス

　プロセスの視点に基づく議論で1つの切り口となるのは，組織間連携の発展段階である。

Agostino and Arnaboldi（2018）では，交通ネットワークの導入段階のみならず運営段階にも

注目して，コントロールにどのような変化がみられたのかを検討している。4.1でも検討した

ように，導入段階では，地方自治体の主導によってネットワークをコントロールするための

業績管理システムが構築された。しかしネットワークでの活動が進んでいくにつれて，交通

事業者間での競合関係の問題が顕在化し，他社との協力や情報共有をためらう交通事業者も
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みられた5。自治体主導により業績管理システムを構築することでネットワークに参加する交

通事業者が互いに協力的行動をとれるようになると期待していた自治体担当者にとって，交

通事業者の非協力的な対応は想定外の事態であった。そこで自治体は，それぞれの交通事業

者のKPIをベースとした情報に加えて，交通サービスの利便性などからみた組織間連携によ

る成果や特定の交通事業者が協力的な行動にどの程度コミットしているのかを測るための

KPIを追加することで，交通事業者間の連携の状況をモニターできるようにした。さらに，

初期の段階では自治体と交通事業者とでKPIにかんするスキルの違いがあったため，非公式

なミーティングや，対面でのやりとりをつうじて進捗状況に応じた調整が進められた。こう

した社会化プロセスをつうじて相互理解が形成された。この結果，他社との連携へと交通事

業者を方向づけるうえで業績管理システムを利用しやすくなった。AgostinoやArnaboldiが検

討したように，公的部門の組織間連携ではいくつかの段階を経てプレーヤー間での調整が進

むことから，それぞれの段階に沿って公式や非公式のコントロールやその関係について検討

することが重要である。

　このほかにプロセスの視点で検討するさいの切り口として，公的・非営利組織が直面する

重要なイベントに注意することがあげられる。Carlsson-Wall et al.（2011）では，スウェーデ

ンにおいて在宅介護事業所と訪問介護サービスを提供する保健センターとの連携をつうじて

提供される高齢者介護サービスの事例を検討している。当該事例は社会福祉制度で義務づけ

られた組織間連携である。しかし，当初はその運営にあたり，管理的なコントロールという

よりも，年金受給者の多様なニーズに応えるという共有された専門職の価値観や信念のもと

に，在宅介護事業所の介護士と保健センターの看護師による連携が進められていた。これに

対して，在宅介護事業所が財務危機に直面し管理者による規律づけが強まると，介護士は在

宅介護事業所内で掲げられた財務目標の達成を優先するようになった。それにともない，保

健センターの看護師との組織間連携は停滞し，介護サービスの質にも影響していた。こうし

た教訓から，財務危機後は，計画やその報告の場としての会議体の設置など管理者を主体と

して組織間連携を図る仕組みが整備されていった。このようにCarlsson-Wallらは財務危機に

注意して，組織間連携の運営段階で組織間や組織内においてコントロールにどのような変化

がみられたのかを示している。公的・非営利組織にとって利用可能な資源が一層厳しくなる

なか財務面で不安定な状況に直面することがあり，こうした危機的状況に直面したときにみ

られる組織間コントロールのプロセスについて記述・分析していくことは今後も重要だとい

える。

5
 このほか，4.1で取り上げたサービス利用者による発言をつうじたネットワークへの影響力行使も，
ネットワークが進むにつれてみられた変化である。
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4.3　コントロールの影響要因

　これまで，公的部門の組織間連携がどのような要因によって影響をうけるのかについても

検討されてきた。こうした要因には，民間部門を対象とする組織間コントロール研究で検討

されてきたもの（たとえば，タスクの相互依存性や環境の不確実性）以外に，公的部門にお

ける組織間連携の特性として法制度にかかわる要因やステークホルダーにかかわる要因があ

る（Cristofoli et al., 2010; Ditillo et al., 2015）。

　法制度にかかわる要因について，第2節でも述べたように，公的サービスの組織間連携で

は政策や制度上，組織間連携に参加できる組織，組織間連携のタイプや目的，組織間連携に

おいて各組織が果たす役割などが規定されていることが多い。しかし，実際の運営では参加

組織の裁量に委ねられているというケースもしばしばみられる。このため先行研究では，ネ

ットワークの調整役となる公的・非営利組織が制度上の要請をふまえつつネットワーク全体

での最適化を図るためにコントロールがどのように設計・利用されているのかが検討されて

きた（Grafton et al., 2011; Marques et al., 2011）。 

　たとえばGrafton et al.（2011）では，オーストラリアの州政府による要請をうけて運営され

る複数の医療機関による3つのネットワークの事例を検討している。その1つであるネットワ

ークAをみてみよう。ネットワークAは，三次救急病院（major tertiary hospital），大規模な地

区病院（large district hospital），コミュニティ病院（community hospital），地域総合病院（regional 

general hospital），高齢者介護施設，リハビリ病院から構成されている。ネットワークAが構

築された段階で，主に提供されている医療サービスは病院間で概ね類似しており，共通する

中心活動を統合することで業務の効率性を高めることが制度上要請されていた。それと同時

に，社会的成果の向上を図ることもネットワークの目的となっていた。たとえば，ネットワ

ーク内でもっとも高度な医療を提供している三次救急病院とほかの病院がノウハウを共有す

ることでネットワークをつうじて提供される医療サービスの質向上を図るというのがある。

ただし，制度上要請されたネットワークではあるものの，実際のネットワーク運営は参加病

院にその多くが委ねられていた。三次救急病院が中心となり，病院間での財務，情報，技術

などの共有をつうじて，包括的医療サービスを提供するためのプログラムが構築された。こ

うしたネットワークの運営が進んだ背景には，参加組織での業務に見合った組織間コントロ

ールが行われていたことがあげられる。主なコントロールは3つある。第一に，ネットワー

ク単位での会計システムから得られた財務・非財務情報をもとに業績の測定・評価が行われ

た。下位の部門には，自らの部門やプログラム全体についての業績情報が伝達された。プロ

グラムの統括者は，業績情報についてこまめにチェックし，必要に応じて指示を出すことで

改善が進められた。第二に，相互連絡の仕組み（integrative liaison devices）により病院間での

調整が図られていた。看護部門とプログラムの臨床部門の管理者によるミーティングが月次
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で行われており，プログラムの統括者は，これら2つの医療スタッフ部門の業務活動を調整

するうえで重要な役割を果たしていた。第三に，業務手順の標準化が進められた。標準化に

よって，業務部門間の知識移転やネットワーク全体の効率的・有効的なサービス提供を進め

やすくなった。Grafton らが示唆するように，制度上の要請をふまえたうえで組織間連携全体

とそれぞれの組織との整合性を図るためにコントロールがどのように設計・利用されている

のかを検討することが重要である。

　つぎに，ステークホルダーにかかわる要因について，公的サービスの組織間連携では利用

者のニーズにも十分注意する必要があり，公的サービスの提供プロセスに地域住民やそのコ

ミュニティが与える影響も重要である（Agostino and Arnaboldi, 2018; Cristofoli et al., 2009）。

Cristofoli et al.（2009）では，イタリアにおける3つの地方自治体のアウトソーシングにかん

する事例を対象としてDekker（2004）の組織間コントロール概念を援用した説明を試みてい

る。その結果，民間部門を想定した従来の枠組みでは十分説明できない特性として，上記の

ような制度にかかわる要因のほか，利用者から表明された要望が公的サービスの提供や関連

するコントロールにも影響していることを明らかにしている。たとえば，地域住民からの不

満について定期的な情報収集・分析が行われており，自治体担当者による業績評価において

重要な情報となっていた。こうした利用者が組織間コントロールに与える影響は，4.1で検討

したAgostino and Arnaboldi（2018）の発見事項からも確認することができる。さらに近年の

公共経営研究では，地域住民やそのコミュニティをサービスの提供プロセスへと巻き込んだ

取り組みも注目されており，提供者と利用者の区分はますます曖昧になっていると考えられ

ている（Bovaird, 2007; Kim, 2010; Pestoff, 2014）。利用者を巻き込んだ拡張的ネットワークに

おけるコントロールについては，第5節で検討する。

5．拡張的ネットワークの議論への展望
　近年，少子高齢化が進むなかで地域の相互扶助をつうじた社会問題の解決を促す環境の整

備が求められている（斉藤 , 2016）。公的サービスの担い手が多様化するなかで，前節までに

とりあげた地域住民を巻き込んだ拡張的ネットワークを対象とする議論がより重要になる。

本節では，拡張的ネットワークのコントロールを念頭において今後議論するための方向性を

検討する。そのために，公共経営研究で注目されてきた共同生産の議論や，この影響をうけ

て発展してきたNew Public Governance（以下，NPG）について基本的内容を整理し，こうし

た考え方に沿ったコントロールについて議論の展望を示したい。

5.1　ネットワークを対象とする公共経営の考え方：NPMからNPGへ

　多くのコントロール研究で議論されてきたのは，公的・非営利組織や民間組織などを主体
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とした組織間連携である。一方，上記のように相互扶助による地域での問題解決がより重要

となっており，公的サービスの担い手として地域住民の主体的役割が期待されている。公共

経営研究では公的・非営利組織と地域住民の連携を共同生産の視点から説明している（Bovaird, 

2007; Kim, 2010; Pestoff, 2014）。ここで共同生産とは，専門的なサービスの提供者と地域住民

やそのコミュニティによる定期的で長期的な関係をつうじて十分な資源配分のもとでサービ

スを提供することである（Bovaird, 2007, p.847）。Bovaird（2007, pp.855-856）では，共同生産

のプロセスを促進することで公的・非営利組織や地域住民にとって主に3つのメリットがあ

ると述べている。第一に，地域住民が公的サービスの提供に関与するという能動的経験を増

やす仕組みを整えることで，単に提供者が地域住民にサービスを提供していた場合に比べて

より優れたサービスを選択する機会が増える。第二に，これまで公的・非営利組織など提供

者に偏っていた資源配分や発言力にかんするパワーを地域住民にも移転する効果が期待され

る。第三に，公的・非営利組織にとって，これまで利用できなかった地域住民やそのコミュ

ニティという資源を活用することで，社会問題に対応しやすくなる。たとえば，コミュニテ

ィ内のピアプレッシャーがはたらくことで，住民が地域の問題により主体的に取り組むよう

になることがあげられる。このように，共同生産の視点でみることで，これまで公的サービ

スの消費者として位置づけられていた地域住民が，提供者とのインタラクションをつうじて

新たに価値を創造する生産者の一員として主体的な役割を果たすことや，結果としてネット

ワークの参加者への波及効果が期待されることがわかる。

　共同生産の視点は，会計研究にも影響を与えている。近年では，地域住民やそのコミュニ

ティを含むネットワーク全体での最適化を目的としたガバナンスの議論（NPG）が注目され

ている（Wiesel and Modell, 2014; 小林・柴 , 2013）。NPGは，公的サービスの提供者側に着目

してきたNPMとは異なる公共経営の新たな考え方である。公的サービスの提供プロセスにお

ける地域住民のかかわり方の違いに着目すると，NPMとNPGにおけるコントロールの違いは

図表1のように整理できる（Wiesel and Modell, 2014, p.178）。NPMにおいて地域住民が公的・

図表1　NPMとNPGでのコントロール観の違い

NPMに基づくコントロール NPGに基づくコントロール

地域住民による関与 公的サービスの顧客 /消費者 公的サービスの共同生産者

公的・非営利組織によ
って遂行されるタスク 市場取引の遂行 ネットワークの調整

コントロールの焦点 活動のアウトプット 組織間のプロセスとアウトカム

パフォーマンスの焦点 効率性と財務成果 有効性と地域住民 /顧客の満足度

出所：Wiesel and Modell(2014, p.178, Table1)を一部修正。
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非営利組織に要望を表明することはあっても，あくまで彼らは多数存在する公的サービスの

消費者の一人として位置づけられていた。この場合，公的・非営利組織が遂行するタスクは

市場・競争原理に基づく取引である。こうした活動をつうじて財務成果をいかに高めるかに

コントロールの焦点があてられてきた。これに対して，NPGにおいて地域住民は単なる大多

数の消費者としてではなく，共同生産者として公的サービスの提供により能動的にかかわる

と考えられている。具体的には，サービス提供のあり方について利用経験をもとに発言して

影響力をもつことや，自ら情報収集を行い自分に見合ったサービスを自分で選択すること，

などがあげられる（Bovaird, 2007; Pestoff, 2014）。このとき公的・非営利組織の主なタスクは，

地域住民の意見を取り込んでネットワーク全体で望ましいサービスを提供できるように調整

することである。コントロールでは，それぞれの組織で効率的な業務を遂行して経済成果を

高めるというよりも，組織間プロセスをつうじて地域住民のニーズを満たすような望ましい

サービスが有効的に提供されているかに重点がおかれる。このように，ネットワーク全体を

対象としてコントロールやパフォーマンスの焦点も拡張されていることがわかる。

5.2　拡張的ネットワークにおけるコントロールの解明にむけて

　公的サービスの担い手として地域住民の主体的役割がより重視されるなかで，コントロー

ル研究においてもこれまで主に着目されてきた提供者のみならず利用者にも対象を拡大した

マネジメントについて考える必要がある。拡張的ネットワークのコントロールについて考え

るうえで，共同生産の議論は重要な手がかりになる。先述のように公的サービスの担い手が

多様化していることをふまえると，拡張的ネットワークはさらなる進展が見込まれる研究対

象である。そこで，拡張的ネットワークに注目した既存研究での検討事項について概説し，

今後の議論の方向性について考えたい。

　まず，拡張的ネットワークの調整役としての自治体に着目した議論がある。Nyamori et 

al.（2012）は，ニュージーランドのある市で戦略的業績管理システムの導入により行われた

行政改革（民営化）の事例を検討している。この事例では，地方自治への住民参加の拡充に

注意して戦略的業績管理のプロセスが遂行されていた。まず，地域住民と相談して計画案を

提出し，そこから年次計画が作成されていた。市はレポートを作成・報告しており，地域住

民の要望に取り組むために何をしたのかがわかるような仕組みになっていた。また，地域住

民が主体的に協議にかかわり，市のビジョン（City Vision）が設定されていた。その後，地

域住民も参加して，City Visionをもとに戦略計画が作成された。戦略計画をもとに，市の各

部門が事業計画を作成・実行した。事業計画の遂行状況は，マネジャーの評価ともリンクし

ていた。そして，City Visionをもとに年次レビューが行われていた。このように地域住民を

巻き込んで市のビジョンを共有することで，市は集団的活動につなげようとした。一方で，
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業績管理のプロセスでは問題にも直面していた。たとえば，日々の業務をこなしていくこと

に忙殺される市の担当者にとって，地域住民から表明された要望への対応との両立は難しい

ものであった。このため，市の担当者は日々の業務で手いっぱいで戦略を振り返れなくなっ

ていた。また，地域住民に要望を表明させるだけでなく，要望をふまえた意思決定に地域住

民を参加させるべきであるけれども，実際のところ，年間計画が提出されると変更されるこ

とはほとんどなかった。このため，市の改革は必ずしも地域住民の関心を高めていなかった。

このように，政策の意思決定プロセスへの住民参加は効率的な業務遂行とのバランスをふま

えて対処する必要があった。Nyamori らが注目したように，業務上の効率性の追求とネット

ワークの調整とのテンションは多様なプレーヤーが参加するネットワークで直面する問題で

ある。今後も，参加する組織や個人同士のインタラクションのもとでコントロールがどのよ

うに利用されていくのかを検討することが重要である。

　これまで主に検討されてきたのは，ネットワークの調整役としての自治体であったが，近

年では，NPO/NGOとそのステークホルダーとの連携も議論の対象となっている（Hall and 

O’Dwyer, 2017）。NPO/NGOは，当該組織に参加する職員，ボランティアのほか，資金提供者，

管轄機関，さらには当該組織のサービスの受益者（地域住民）など非常に多様なステークホ

ルダーがそれぞれ多様な目的でかかわって運営されており，多様化する利害関係の調整が課

題となっている（Chenhall et al., 2017）。これにかんして，NPO/NGOのコントロールのプロセ

スでステークホルダーとしての地域住民が果たす主体的役割が注目されている。

　たとえばO’Leary（2017）は，発展途上国支援を目的とするNGOの2つの事例をつうじて，

住民参加が業績の測定・評価とどのようにかかわっているのかを検討している。その一つで

あるUnisonの事例についてみよう。Unisonは，教育ニーズや人身売買，収入増加，女性エン

パワメント，医療，栄養摂取などの社会問題に取り組むNGOであり，当該事例ではインド農

村部の人々を対象とする自己変革プログラムを行っていた。このプログラムは，地域住民を

エンパワメントし，教育，健康，栄養摂取，人身売買からの防衛について知識を得てもらう

ことを目指したものである。プログラムの一環として，住民ボランティアによる活動がある。

主な活動は3つである。第一に，住民間で問題について考えるミーティングを行うことである。

第二に，地方政府の職員と議論する他の住民を支援することである。第三に，業績測定・モ

ニタリングの手法を用いて，社会問題の調査やその改善状況の評価をすることである。業績

測定・モニタリングの手法には，社会サービスの提供者や政府機関がかかわる成果（たとえば，

子供の予防接種の成果）を測定するためのサーベイと，戸別訪問により地域の健康や教育の

状況について調査・整理するソーシャル・マッピングが含まれる。これらを使うことで，地

域住民が自発的に社会問題についてデータを収集し，問題を特定し，解決のための活動を計

画できるようになった。O’Learyが示唆するように，コントロールによって利用者のニーズに
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即した公的サービスが提供されるのみならず，公的サービスへの利用者の主体的な関与が促

される可能性もある。

　これらの議論をふまえると，公的サービスの提供プロセスに地域住民を巻き込むことは，

提供者が主導する場合に比べてより多様なニーズを反映したサービス提供が期待されるとい

う点で望ましい。その反面，2.3でも述べたように，拡張的ネットワークのコントロールでは，

多様な参加者間での利害調整が必要になること，役割や責任が曖昧になること，さらにはフ

リーライディングの問題など，多くの問題が起こる（Bovaird, 2007）。そのなかでも，Nyamori 

et al.（2012）でも示唆されるように，参加者間での利害調整は深刻な問題になることが多い。

なぜなら，専門家と地域住民でのコンフリクトによって，ネットワークの参加者間での調整

に非常に多くの時間が費やされる可能性があり，サービスの提供に彼らのニーズが十分反映

されなかった場合にはより深刻な不満を引き起こす恐れがあるからである（Irvin and 

Stansbury, 2004; Neshkova and Guo, 2012）。今後の研究では，地域住民を巻き込むことで期待

される成果の実現と効率的な業務遂行とのテンションに対処するため，公式や非公式のコン

トロールによってどのような対応がとられるのかに注意する必要がある。

　以上をまとめると，公的部門の組織間連携にかんする既存研究は図表2のように示すこと

ができる。これまでは，公的・非営利組織や民間組織との組織間連携を分析対象とすること

が多かった。また，コントロールのタイプについては，業績の測定・評価や，手続きの標準

化などによる公式のコントロールや，信頼や規範などの非公式のコントロールが検討されて

きた。本節で述べたように，提供者と利用者の連携を円滑に進めるため，公式や非公式のコ

ントロールがどのように設計・利用されるのかを検討することが今後の課題である。

図表2　公的部門における組織間コントロールの既存研究

対象事例 公的サービスの
内容

コントロールの
タイプ

組織間連携の
タイプ

組織間連携の
主体

Cristofoli et 
al.（2010）

イタリアの
地方自治体

ごみ収集，
地域交通，
高齢者介護

市場ベースの
コントロール，
官僚機構ベースの
コントロール，
信頼ベースの
コントロール

自治体と外部事業
者の連携
（アウトソーシング）

提供者

Cäker and 
Siverbo 
（2011）

スウェーデンの
地方自治体

ごみ処理 結果コントロール，
行動コントロール，
社会コントロール，

4つの自治体が出資
する合弁事業

提唱者

Carlsson-Wall 
et al.（2011）

スウェーデンの
地方自治体
（都市部）

在宅介護 自己コントロール，
社会コントロール，
管理コントロール，

在宅介護事業所（介
護士）と保健セン
ター（看護師）の
連携

提供者
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Grafton et al. 
（2011）

オーストラリア・
ビクトリア州の
医療機関

医療 業績測定システム，
相互連絡の仕組み
（integrative liaison 

devices），
業務手順の標準化

各種の公的病院（専
門病院，地域病院，
高齢者介護，リハ
ビリなど）のネッ
トワーク

提供者

Johansson 
and Siverbo 
（2011）

スウェーデンの
地方自治体

医療や教育などの
福祉サービス，
コミュニティ計画，
道路の管理，
ごみ処理

契約の締結，
サプライヤー選定，
結果コントロール，
行動コントロール，
社会コントロール，

自治体とそのサプ
ライヤーの関係
（アウトソーシング）

提供者

Kurunmäki 
and Miller 
（2011）

イギリスの政府 医療 予算管理 医療機関によるパ
ートナーシップ

提供者

Marques et al. 
（2011）

ポルトガルの
港湾管轄機関
（port authority）

港湾の管理 結果コントロール，
行動コントロール，
社会コントロール

管轄機関と外部事
業者のネットワー
ク

提供者

Nyamori et al. 
（2012）

ニュージーラン
ドの地方自治体

コミュニティイベ
ントの運営

戦略的業績管理シ
ステム
（長期計画，年次計
画，年次レビュー）

地方自治体，民間
事業者，コミュニ
ティの連携

提供者，
利用者

Ditillo et al. 
（2015）

イタリアの
地方自治体

ごみ収集，
高齢者介護

市場ベースのコン
トロール，
官僚機構ベースの
コントロール，
信頼ベースのコン
トロール

自治体と外部事業
者の連携
（アウトソーシング）

提供者

O’Leary 
（2017）

インド農村部の
開発プロジェクト

人権擁護 サーベイ，
ソーシャル・マッ
ピング

地方政府，
社会サービス提供者，
コミュニティの連携

提供者，
利用者

Agostino and 
Arnaboldi 
（2018）

イタリアの
地方自治体

地域交通 業績測定システム
（KPI，目標値，報告），
社会化プロセス
（ミーティング，対
面でのやりとり）

地方自治体と交通
事業者のネットワ
ーク

提供者

出所：執筆者作成。

6．おわりに
　本稿では，公的部門における組織間コントロールについて，今後どのような課題に取り組

む必要があるのかを明らかにすることが目的であった。文献調査をつうじて，つぎのことが

わかった。これまで，コントロールのタイプ，プロセス，影響要因のそれぞれで組織間コン

トロールの概念を援用して議論が行われてきた。一方で，従来のコントロール枠組みでは，

公的部門における組織間連携の特性を十分説明できないことも示されてきた。主なものとし

ては，法制度による組織間連携への制約，重要なステークホルダーである地域住民やそのコ

ミュニティとの関係への対応である。既存研究では，制度による要請をふまえつつ，組織間

連携を通じて多様化するニーズに応えるためのコントロールが重要であると示されてきた。

　こうした結果をふまえ，地域住民やそのコミュニティをサービスの提供プロセスに巻き込

んだ拡張的ネットワークについて議論するための方向性を検討した。公的サービスの提供者
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と利用者による連携について公共経営研究や近年のコントロール研究ではその重要性が議論

されており，さらなる発展が見込まれる新しいトピックである。これまでの議論を手がかり

にすると，公的サービスの提供者と利用者が連携することで高い成果が期待される反面，調

整にあたってのコンフリクトなどがしばしば問題になると考えられる。こうしたテンション

に直面するなかで，コントロールがどのように設計・利用されるのかを検討することが重要

であると述べた。

　以上のように本稿では，現在進展しつつある拡張的ネットワークを視野に入れたコントロ

ール研究の方向性について理解を深めることができた。本稿での議論を基礎として，今後，

我が国の公的・非営利組織に対するケーススタディや質問票調査などをつうじて公的部門の

組織間コントロールについて知見を蓄積することが必要である。
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